
令和６年度　活動予算書
定款認証の日から令和７年３月３１日まで

特定非営利活動法人リュウシン
（単位：円）

科目
Ⅰ 経常収益

１．受取入会金 個人（10,000×10）
正会員受取入会費 100,000 100,000 団体（         0）

２．受取寄附金
受取寄附金　　 300,000 300,000
施設等受入評価益 0 0

３．受取助成金等
受取民間助成金 5,000,000 5,000,000

４．事業収益
介護保険法に基づく老人福祉事業収益 11,700,000 11,700,000

8,204,000 8,204,000

0 0
５．その他収益

受取利息 100
雑収益 100,000 100,100

経常収益計 25,404,100
Ⅱ 経常費用

１．事業費
人件費
給料手当 12,140,000
法定福利費 2,428,000
退職給付費用
福利厚生費 330,000
人件費計 14,898,000
その他経費
会議費 130,000
旅費交通費 130,000
車両費 380,000
施設等評価費用
減価償却費 450,937
支払手数料 40,000
地代家賃 2,160,000
水道・光熱費 420,000

その他経費計 3,710,937
事業費計 18,608,937

２．管理費
人件費
役員報酬 3,500,000
給料手当 1,500,000
法定福利費 300,000
退職給付費用
福利厚生費 30,000
人件費計 5,330,000
その他経費
会議費 40,000
旅費交通費 40,000
減価償却費
支払手数料 600,000
その他経費計 680,000

管理費計 6,010,000
経常費用計 24,618,937

当期経常増減額 785,163
Ⅲ 経常外収益

１．固定資産売却益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

１．過年度損益修正損
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額 785,163
法人税、住民税及び事業税 70,000
当期正味財産増減額 715,163
前期繰越正味財産額 0
次期繰越正味財産額 715,163

金額

（１）

（２）

（１）

（２）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく障害福祉事業
住宅確保要配慮者を対象とした居住支援事業



令和７年度　活動予算書
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

特定非営利活動法人リュウシン
（単位：円）

科目
Ⅰ 経常収益

１．受取入会金 個人（         0）
正会員受取入会費 団体（         0）

２．受取寄附金
受取寄附金　　 500,000 500,000
施設等受入評価益 0 0

３．受取助成金等
受取民間助成金 5,000,000 5,000,000

４．事業収益
介護保険法に基づく老人福祉事業収益 22,000,000 22,000,000

17,540,000 17,540,000

3,190,000 3,190,000

0 0
５．その他収益

受取利息 200
雑収益 500,000 500,200

経常収益計 48,730,200
Ⅱ 経常費用

１．事業費
人件費
給料手当 23,580,000
法定福利費 4,716,000
退職給付費用
福利厚生費 450,000
人件費計 28,746,000
その他経費
会議費 180,000
旅費交通費 380,000
車両費 780,000
施設等評価費用
減価償却費 901,875
支払手数料 40,000
地代家賃 5,320,000
水道・光熱費 1,120,000
その他経費計 8,721,875

事業費計 37,467,875
２．管理費

人件費
役員報酬 4,800,000
給料手当 2,500,000
法定福利費 500,000
退職給付費用
福利厚生費 50,000
人件費計 7,850,000
その他経費
会議費 80,000
旅費交通費 80,000
減価償却費
支払手数料 1,200,000
その他経費計 1,360,000

管理費計 9,210,000
経常費用計 46,677,875

当期経常増減額 2,052,325
Ⅲ 経常外収益

１．固定資産売却益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

１．過年度損益修正損
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額 2,052,325
法人税、住民税及び事業税 140,000
当期正味財産増減額 1,912,325
前期繰越正味財産額 715,163
次期繰越正味財産額 2,627,488

金額

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく障害福祉事業収益

（１）

（２）

（１）

（２）

不耕作地等の活用による農産物の生産と販売を

行い、地域振興及び障害者雇用の促進を図る事

業収益(農福連携きのこ栽培）
住宅確保要配慮者を対象とした居住支援事業


